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① 環境に対する意識を高める

② 資源循環型社会を構築する

③ 環境にやさしいエネルギーを活用する

④ 自然環境を保全する

⑤ うるおい豊かな生活空間を創る
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まちの姿４　自然と環境に配慮したきれいなまち

①　環境に対する意識を高める（環境意識の高揚）

環境部 環境課

実施計画番号 091 事業名 さわやか計画推進事業 継続
関連予算科目 一般 会計 4 款 衛生費 3 項 環境対策費 1 目 環境対策費

事業の目的

事業の概要

年度別

事業内容

計画期間中の事業費

環境基本条例に基づく「新・湖西市環境基本計画」に基づき、湖西市の環境に関する施策を実施し、環境保全意識
の高揚を図る。

①環境基本計画の進捗管理
　環境施策の基本となる23年度からの10ヵ年計画であり、28年度に湖西市総合計画と同調して見直しをする。
②エコ生活チェック事業
　各家庭での二酸化炭素削減を目的に、14年度から「アースファミリィー事業」としてスタートし、22年度から
エコチャレンジDAYｓ事業、26年度から「エコ生活チェック事業」として継続して実施する。
③アースキッズ事業
　市内小学校で児童向けの二酸化炭素削減の取り組みをおこなう。
④環境教室
　環境意識の高揚を図るために、アースキッズ、エコクッキングのほか、湖西こどもエコクラブを開催する。
⑤廃食用油回収事業

平成29年度（2017） 平成30年度（2018） 平成31年度（2019）

①環境基本計画
　進捗管理及び計画の見直し
②エコ生活チェック
③アースキッズ事業
④環境教室
⑤廃食用油回収事業

①環境基本計画
　見直し後の進捗管理
②エコ生活チェック
③アースキッズ事業
④環境教室
⑤廃食用油回収事業

①環境基本計画
　見直し後の進捗管理
②エコ生活チェック
③アースキッズ事業
④環境教室
⑤廃食用油回収事業

10,927　千円
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②　資源循環型社会を構築する（リデュース・リユース・リサイクル）

環境部 廃棄物対策課

実施計画番号 092 事業名 廃棄物処分場管理運営費 継続
関連予算科目 一般 会計 4 款 衛生費 2 項 清掃費 1 目 塵芥処理費

事業の目的 法規定に基づく維持管理基準の遵守

事業の概要

年度別

事業内容

計画期間中の事業費

環境部 廃棄物対策課

実施計画番号 093 事業名 廃棄物対策事業 継続
関連予算科目 一般 会計 4 款 衛生費 2 項 清掃費 1 目 塵芥処理費

事業の目的

事業の概要

年度別

事業内容

計画期間中の事業費

環境部 廃棄物対策課

実施計画番号 094 事業名 ごみ処理施設管理運営事業 継続
関連予算科目 一般 会計 4 款 衛生費 2 項 清掃費 1 目 塵芥処理費

事業の目的

事業の概要

資源ごみ選別ラインの見直し

年度別

事業内容

計画期間中の事業費

笠子廃棄物処分場の借地の買収
老朽化に伴う施設改修

平成29年度（2017） 平成30年度（2018） 平成31年度（2019）

・埋立処分場の維持管理運営
・笠子、新居廃棄物処分場等の長寿
命化計画

・埋立処分場の維持管理運営
・笠子廃棄物処分場浸出水処理施設
原水槽等修繕

・埋立処分場の維持管理運営
・笠子廃棄物処分場浸出水処理施設調
整槽修繕

228,811　千円

・家庭系一般廃棄物の適正収集    ・資源物の分別を推進し、再資源化を図るとともに、ごみ減量を推進
・家庭系一般廃棄物の排出ルールの徹底、不法投棄の防止
・可燃ごみの処理を浜松市へ委託

・家庭系一般廃棄物の適正収集
・資源物の分別を推進と再資源化推進
・ごみ減量の推進
・家庭系一般廃棄物の排出ルールの徹底・不法投棄の防止
・可燃ごみの処理を浜松市へ委託

平成29年度（2017） 平成30年度（2018） 平成31年度（2019）

・ごみ減量の推進
・分別回収の推進
・再資源化の推進
・古紙・古布の回収促進
・可燃ごみ処理の委託
・一般廃棄物処理基本計画の策定

・ごみ減量の推進
・分別回収の推進
・再資源化の推進
・古紙・古布の回収促進
・可燃ごみ処理の委託

・ごみ減量の推進
・分別回収の推進
・再資源化の推進
・古紙・古布の回収促進
・可燃ごみ処理の委託

2,032,087　千円

法規定に基づく維持管理基準の遵守
旧環境センターの解体
環境センターの焼却再開準備

平成29年度（2017） 平成30年度（2018） 平成31年度（2019）

・施設維持管理運営
・資源物分別ラインの改修
・中央制御システムの改修

・施設維持管理運営
・環境センター焼却施設精密検査
・旧環境センター解体設計

・施設維持管理運営
・環境センター受電設備修繕
・簡易環境調査、施設保全計画、延命
化計画、CO2削減計画策定
・旧環境センター解体

1,262,038　千円
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③　環境にやさしいエネルギーを活用する（新エネルギー・省エネルギー）

環境部 環境課

実施計画番号 095 事業名 環境にやさしいエネルギー普及事業 継続
関連予算科目 一般 会計 4 款 衛生費 3 項 環境対策費 1 目 環境対策費

事業の目的

事業の概要

年度別

事業内容

計画期間中の事業費

環境にやさしいエネルギーの導入を積極的に支援することにより、ＣＯ2排出量の削減を図る。

国や県の動向、既存の補助対象機器の普及状況、機器ごとの補助率の公平性・妥当性を検証しながら、新エネルギ
ー・省エネルギー機器の導入支援を行う。　

平成29年度（2017） 平成30年度（2018） 平成31年度（2019）

①太陽光発電システム設置補助
②住宅用太陽熱利用温水器設置補助
③コージェネレーションシステム　
　設置補助
④低公害車購入補助
⑤家庭用蓄電池設置補助

①太陽光発電システム設置補助
②住宅用太陽熱利用温水器設置補助
③コージェネレーションシステム　
　設置補助
④低公害車購入補助
⑤家庭用蓄電池設置補助

①太陽光発電システム設置補助
②住宅用太陽熱利用温水器設置補助
③コージェネレーションシステム　　
設置補助
④低公害車購入補助
⑤家庭用蓄電池設置補助

36,137　千円
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④　自然環境を保全する（自然環境の保全）

環境部 廃棄物対策課

実施計画番号 096 事業名 合併処理浄化槽補助事業 継続
関連予算科目 一般 会計 4 款 衛生費 1 項 保健衛生費 3 目 環境衛生費

事業の目的

事業の概要

合併処理浄化槽設置者に対して、設置費の一部を補助する。

年度別

事業内容

計画期間中の事業費

環境部 下水道課

実施計画番号 097 事業名 公共下水道整備事業 継続
関連予算科目 特別 会計 公共下水道事業特別会計

事業の目的 浜名湖の水質保全を図るとともに、処理区域内の生活環境整備、改善を図るため、公共下水道を整備する。

事業の概要

年度別

事業内容

管渠整備 管渠整備 管渠整備

計画期間中の事業費

環境部 下水道課

実施計画番号 098 事業名 公共下水道整備事業（長寿命化等） 継続
関連予算科目 特別 会計 公共下水道事業特別会計

事業の目的

事業の概要

年度別

事業内容

・ストックマネジメント事業計画作成

計画期間中の事業費

公共下水道事業計画区域を除く地域に合併処理浄化槽設置の補助を行い、生活排水による公共用水域の水質汚濁を
防止する。

平成29年度（2017） 平成30年度（2018） 平成31年度（2019）

合併処理浄化槽設置補助

　　5人槽　78基
　　7人槽　53基
　 10人槽    ４基

合併処理浄化槽設置補助

　　5人槽　86基
　　7人槽　45基
　 10人槽     5基

合併処理浄化槽設置補助

　　5人槽　86基
　　7人槽　45基
　 10人槽     5基

176,623　千円

湖西市の下水道事業計画区域内において、市街化区域を中心に浜名湖処理区571ha及び新居処理区284haの整備
を推進する。

平成29年度（2017） 平成30年度（2018） 平成31年度（2019）

1,502,736　千円

老朽化する下水道ストックを、将来にわたって適切に維持管理・改築・修繕していくため、下水道管理者がストッ
クマネジメントを導入・実践し、これを踏まえながら、ストックマネジメント支援制度に定めるストックマネジメ
ント事業計画を策定し、実施する。

ストックマネジメント事業計画策定のための業務委託を実施する。

平成29年度（2017） 平成30年度（2018） 平成31年度（2019）

・ストックマネジメント基礎調査業
務
・下水道経営戦略業務

・下水道処理施設点検調査
・ストックマネジメント基本計画作
成

79,602　千円
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環境部 下水道課

実施計画番号 099 事業名 公共下水道整備事業（企業会計移行） 継続
関連予算科目 特別 会計 公共下水道事業特別会計

事業の目的 経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等を目指し、公営企業会計を目指す。

事業の概要

年度別

事業内容

企業会計移行準備業務委託

計画期間中の事業費

人口３万人以上の団体については、平成32年4月までに公営企業会計へ移行しなければならないので、平成30年4
月移行を目標に業務委託を実施する。

平成29年度（2017） 平成30年度（2018） 平成31年度（2019）

7,213　千円


